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論文
マルクス経済理論における 4つの問題点
—ーマルクスから学ぶもの一
保坂 直達
I 
マルクスの経済理論は，近代の資本制経済の存立条件や態様およびその進展
を透視する多様なメリットをもっている1)2)。その理論展開上では，錯綜した
未成熟な特徴的諸概念の使用のために，種々の混乱と誤りを含んでいるのは事
実であるにしても，なお上述の指摘は正しいであろう a)。問題は，マルクスの
理論体系を如何に擁護するかとか，その論理の矛盾を指摘してある個別的局面
での彼の論証の不当性を．，その体系の全面的否定のために，導出したりするこ
とにあるのではなくて化 『資本論』という古典が正当に教える経済理論の 1
つの筋道がもつ主張を，近代の経済分析の進歩に照らして，新らたに理解し直
し，経済理論へのこの遺産をできる限り workableな形で管理・運用すること
にある，というべきであろう。否定することは，盲目的信奉と同程度に容易で
ある。このいずれも本稿とは無関係である。 • 
ここで論じられるのは，マルクス経済理論が意図した資本制経済の運動法則
の追求を， これまでにその workableなモデル化のためになされた幾つかの試
みに沿いつつ，近代経済分析的に幾らかでも発展せしめてみようということで
ある。そのためにまずここでは，マルクス理論のもつ4つの問題点ー＿ーこれが
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すべてではないにしても，少なくともこのような試みのためには前もって十分
検討さるべき，看過することのできない論点ーーを吟味する5)。それらの点こ
そ， 「マルクスから学ぶもの」であり，その展開のための重要な拠点となるで
あろう。 4つの論点とは， (1)価値・価格論の意義と内容， (2)過少消費説といわ
れるものの再検討， (3)無政府的生産に基づく，経済の不均衡成長， (4)資本制生
産の本性9としての一方向への運動の累積性，である。マルクス体系の展開上，．
基本的重要性をもつと思われるこれら 4点の検討が，本稿の目的である。本稿
が行なおうとするのは，スティグラーのいう「科学の進歩に資するオリジナル
ではないが有益な仕事」の第3にあたる， 「ある理論の精練もしくは推敲」に
過ぎない6)。
1)その源泉は，シュンペークーのいう「マルクス体系の大きさ」 (J.A.Schumpeter, 
Ten Great Economists from Marx t~Keynes, 1951 ; 中山・東畑監修『シュンペ
ークー・十大経済学者』， 1966,の中の Marxの章）にある。すなわち，資本制生産
を歴史的一過程として，否定的に，いわば外側から考察する態度である。それは，と
もすれば近代経済学が「与件」として考察の対象外に追いやりがちな事象（たとえば
分配の関係）をも，その分析内容にしている。逆にいえば，近代経済学は「狭さ」を
もつわけだが，この「狭さ」は，資本制経済のみを分析の枠とする一一そ1のためにマ
ルクスにおいては問わるべきものが，ここでは偶々「与件」の中に追いやられる一―-
ところから生じている。つきつめてみると，この「狭さ」の根源は，資本制生産を前
提して一その中ですら，なお究明さるぺき多くのものが存するのは事実だが一
限られた資源での無限の欲求の充足という，近代経済学の問題設定を支える「稀少
性」を基本的概念とする効用価値説をとることに存しよう。 （スマートの如<' 「経
済的努力の最終目標は，財の獲得ではなくて，人間の欲求（人間の厚生）の満足であ
る」―-W.Smart, An Introduction to t加 Theoryof Value, 1891, reprinted 
in 1966, p. 42―とのヨリ広い定義も視野をやや拡張したに過ぎない。）かかる近代
経済学のもっ「狭さ」の枠を超えるものとして，労働価値説が意味をもつのである。
けだし，効用価値説は所与の財・用役の保有ー一ここにすでに資本制経済のもつ分配
の不平等が入り込むーーを前提するのに対して，労働価値説は，なおその一般的適用
にはある種の制約をもつとはいえ，あらゆる史的・場所的ケースに共通の事象である
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「生産」を説明するのに，資本制生産のみに限定されるものではないからである。そ
れ故， 「労働価値説を“間違い”だというだけでは不正確である。何といっても今日
では労働価値説は死滅し葬り去られたものである」というシュンペーターの断定 (J.
A. Schumpeter, op. cit., p. 46)は，正当だとはいいがたいであろう。
2)ところで，かかる「拡がり」をもつマルクス的な考え方は，あくまでも近代経済分. . . . 
析のそれに比した場合に，比較的に有効な視点を与えるというに過ぎないことは認め. . . . .. 
られねばならないであろう。現在の近代経済分析が欠いているすぺてをマルクス的考
え方が補えるわけではない。
説明されえない「偶然性」に重要性を認めないのは，あらゆる「科学的」分析に共
通の特質である。唯物史観だけが，外的条件による相互依存・因果関係を主張してい
るのではない。それはちょうど社会主義がマルクス主義と同義ではないのと同じであ
る。マルクス的な考え方が特徴をもつのは，かかる因果関係の「歴史性」の強調のゆ
えである。従って，近代経済分析の中でマルクス経済学的分析をなすことは可能であ
り，またそうすることは両者の純粋理論としての立体的な位置づけに資するものであ．． 
ろう。 （以上のことわりは，最近のわが国におけるこの点に関する議論の一端を示す
「マルクス経済学と近代経済学との対話」（中央公論， 1967年 5月号）に関連してい
る。）
3)これらの詳細については別に論じた。拙稿， 「マルクス経済学の近代経済分析的再ヽ
検討」経済論集， 17巻2号，参照。
4) E. H. Carr, What is History?, 1961 ; 清水訳『歴史とは何か』， p.233が憂慮し
つつ結論に述べたように，経済社会の変化（これこそマルクスがその経済理論で示そ
うとしたもの）は，成功・チャンス・進歩として考えることもできれば，恐怖の対象
として怖れることもできるものである。
5)他の機会に， 「マルクス的循環成長モデル」を報告したが（定例研究会， 1967年5
月22日），再度ここで論じられる点の再吟味の必要を感じた。モデル形成の前に少な
くともこの議論が必要なのである。この点に関して御教示を賜わった，神戸大学・置
塩信雄教授に深謝の意を表する。もとより本稿においてあり得べき誤りは筆者1人の
責任である。
6) G.J. Stigler, The Nature and Role of Originality in Scientific Progress, 
Economica, 1955 ; reprinted in Essays切 theHistory of Economics; 1965, 
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? ?
周知の如く， 『経済学批判』に引続いて，マルクスは， 『資本論」において
労働価値説の強調とその一層の展開を行なっている。彼の体系の中では，第 1
巻での価値論と第3巻での生産価格との間にいわゆる「転形問題」と呼ばれる
不統ーがあるのだが7),この問題それ自体を周る論議は別にして，ここから生
じた真の重要事は，若干の著名な論者が，マルクス体系において価値論の不必
要なることを主張した点であろう。前述のシュンペ・ークーを始め， J.ロビンソ
ン， P.サムエルソンなどがそれであるs)。たとえば，・ ロビンソンは， 「労働
価値説はずっと以前からすでに理論ではなくなり， 1つの信条となり果てた9)」
のであり， 「マルクスの理論のいかなる実質的部分も労働価値説によってはい
ない10)」と主張した。・実際そうなのであろうか。
この反問は，なぜ価値論がいるのか，マルクス体系における価値論の意義は
何であるか，と問い直すことによって一層明確にされうるであろう。前述の如
く（前掲注2))' マルクスは， 資本制生産を 1つの歴史的過程として把えてい
・ る。そうすることによって，資本制生産がまさに「資本制」であるのは，経済
の意志形成が企業者一・ーマルクスでは残念ながら，企業者と資本家とが区別さ
れていないが一―-Iこよって行なわれる点にある。企業者（資本家）は，生産要素
市場において要素需要者として登場し， 入手した利用可能な生産要素（労働と
労働の生産した要素）のある適切な結合に基づいて生産を行なう。生産された生
産物は，今度は， 生産物市場において供給者としての企業者（資本家）によっ
て販売される。かかる経済の循環の中で，企業者は，何を，どれほど，どのよ
うにして生産するかを決定する主体である。彼が経済の主要な意志決定者であ
り得るのは，彼が他のものとは区別された若干の特質を備えているからであ
る。その特質のうちの主要なものとして，マルクスは， 「資本家であること」
（「持たざる階級」と区別された「持てる階級」であること）を強調し，近代経済分析
が通常その資源配分の分析のための価格理論においては所与とするところの
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「分配の関係11)」（階級闘争）を， すでにこの場面から前面に押し出している
のである。ところで，個々人の合理的行動が経済の原動力である限り，資本制
生産において企業者が生産を行なうためには，その貢献にたいする報酬が存す
ることがその必要条件である。これが利潤であり，その価値クームでの表現が
剰余価値に他ならない。マルクスが労働価値説によって解き，強調したのは，
この資本制生産を根底において支える剰余価値のためである。この，資本制生
産ー企業者（資本家）一生産ー利潤一剰余価値という連関は，価値論の必須性と
その全体系に占める意義を代表的に示している。
労働価値説が，生産が行なわれるための前提たる剰余条件を示すための議論
であることはすでに証明されている12)。要点だけを簡単に操り返しておこう。
マルクスに従えば，ある第 i部門の生産は，周知の記号を用いて次のように表
現される。 （添字は部門を表わす）
(2-1) y;=c、+v1+m1
この局面での，この式の意味は，資本制生産が行なわれるためには，,m1>0で
なければならないということである。 (2-1)を価格タームを用いて近代経済
分析的に書き換えれば1a),
(2-2) p必=IKwPけNヽ•w十冗i
p, wはそれぞれ価格と賃金率であり， Kilは第i財の生産に用いられた第j財
の量（死せる労働または蓄積された労働）を示し14), Nは労働量（生きた労働）で
あり，冗は価格タームで表わした剰余価値すなわち利潤である15)。 (2-2)の
両辺を生産物量X、で除せば？
(2-3) p、=Sa、rP;+て,•w+ 冗;'
ただし， a11=K11/X、'-r1=幼／ふ，吋＝可x、。 (2-3)を w>Oで除せば，
(2•4) q、=2a、Jヵ+-r,+冗i'/w 吋 Jw>O
ただし， q、=PilwC第 i財で表わした支配労働価値）である。そして，冗i'lw>o
(m、>O)であるためには， QIは，
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｛炉Xa;1ゎ＋てi
l戸心'a心＋冗;'/w
(i=l, 2, ・・・, n) 
の解 t,t, との和に等しい筈である。すなわち， q戸 t,+l,
従って，一般に正なる利潤が存在するためには，
(i=l, 2, ・・・・・・,n) 
(2-5) (>>
という同値の条件が成立しなくてはならない。つまり， (1)諸財の単位当り支配
労働価値 (qりがその（投下労働）価値 (t;)より大きいか， (2)諸財の価格 (p;)
が貨幣タームで表わした（投下労働）価値 (t,w)より大きい，か， (3)実質賃金
率 (w/p;)が労働の生産性 (1/t;)ー一財1単位を生産するに要する直接・間
接の全労働時間 (t;)の逆数一ーより小さい，ということが，資本制生産が行
なわれるための，すなわち利潤が存在するための条件なのである。
この m;>Oまたは w/p;<l/t;あるいはこれと同値の他の表現は， 明らか
に，利潤を追求する資本制生産が企業者（資本家）からみて合理的に行なわれ
るための根本的な前提条件を示すものであって， いずれも労働の生産性（雇用
された労働1単位が企業のために産み出す財の量）がその雇用をなすために企業が労
働者に支払わなければならない財の量（実質賃金）より大であるべきことを主
張する。このように，
（労働の生産性）ー（実質賃金）=m>O 
であることは資本制生産が円滑に続行されるための基本的条件であって，どの
ようにいい廻わそうともこれは事実であろう。マルクスはこの真理を主張する
ために価値論を不可欠としたのである。． 
問題は，マルクスの労働価値説への依拠にある。前に触れた， 「生きた労
働」と「死せる労働」という表現に端的に表わされるように，彼は，この剰余
価値 (m) もしくは利潤 (re)が， (1)流通過程とは区別された生産過程におい
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て， (2)資本ではなく労働から産み出される，ということを強調した。上述した
ところに明らかなように生産過程の分析から (2-5) 式が導かれるのであるか
らー一この場合， pと W は外生的パラメークーである一一(1)は正しい。 (2)は
つまるところ，マルクスの「搾取」という考え方，すなわち上述の如く生産過
程をその出発点において規制する富の分配状態の重視に他ならない。 H.J.シ
ャーマンも主張したように16), マルクスは， 資本の生産性を否定したわけで
はない。マルクスが否定したのは，資本家が生産的であるとすることであっ
て，資本が生産性をもつということではない。そしていわば，資本家が資本の
生産性以上のものを分配されているという点がマルクスの真意であったという
べきであろう。彼に従えば， 〔労働の生産性〕ー〔実質賃金〕 >oであること
は，この差額のすべてではないにしても一資本の生産性を認めたとして一一
そのかなりな部分が彼のいう，富の分配上の有利な地位に基づく「搾取」によ
る部分をなすということになる。加えて，マルクスは，莫大な歴史研究に立っ
て，資本そのものがもともと労働の産物であることを強調ずるのである。合価
価値説がマルクス体系に不可欠とされるのはこれらの理由からである，といい
得よう 17)。
以上のマルクスの強調点を含めて整理をなせば，一般に，
(2-6) m=m(v) 
または利潤タームでいえば，！
(2-4') 冗；'/w=q;-.ia、rの一て；＝冗、（て;)
ところで，価値論の範囲では，一般に生産係数の;=canst.であり， また (2-
6)はさらに特化されて，
(2-6') m/v=a a ・=canst. 
である~ (2-6')・ は，剰余価値率ないし搾取率の単なる定義から一歩進んで，
1つの行動仮説となってい・る。これらの想定のために，次のような批判の生ず
る余地をもつ。すなわち(1)生産係数一定であることから，もともと労働価値説
自体，新古典派命題の 1特殊ケースたる収獲不変の場合の（長期）価格決定理
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論であるis), (2) (2-6')式はあまりにもリジッドな仮定であって，労働価値
説の一方的信条性を示している10), といわれる。
マルクスは，前述の如く企業者と資本家を区別していないし，要素市場での
企業者の行動，特に生産に際しての要素価格に基づく生産技術の選択を論じる
までに到っていないから， (1)の批判はある程度まで当っているとはいえ，マル
クスの真意に触れているとはいえないであろう。マルクスが論じたのは，生産
技術が何らかの選択によって，
(2-7) 〔a、1, a;2, …， a;n, -r,) 
の如く与えられたとした場合なのである。また， (2)については， マルクスの
労働価値説にとっては， (2-6)または (2-4')は不可欠であるが， (2-6')は
そうではなく，単なる特殊的 1想定に過ぎないことが想起さるべきであろう。
以上で，マルクス体系にとって，価値論が不可欠であること，および労働価
値説が彼の全体系を貫く大前提であることが示された。次にここで「転形問
題」を考察しておこう。
先に， (2-4)を周って， q戸 t1+l1であるべきことを述ぺた。このことの意
味は，
(2-8) q戸か/w=(ふa1;t1+て;)+(Ia1Ji1+冗;'/w) . 
or P1=(I a,;t;+-r,)w+(I a;;l1+1e;'/w)w 
ということである。すなわち，一般に（生産）価格 (p;)は， 労働の再生産の
ための部分（右辺第1項）と剰余（利潤）を産み出す部分（右辺第2項）とから成
る。そして価値ターム（右辺の括弧内）に貨幣賃金率 (w)を乗ずることによっ
て，換言すれば，価値タームは W を介して， 価格クームと無矛盾的に関わり
をもつ。いわば，価格の裏側にひそんで，価格を成立せしめているのが価値な
のである。従ってもともとマルクス体系にあっては，価値と価格とが，相互に
独立のまうたく別個に生命を与えられた対立物の如く論ぜられる余地はない筈
である20)。だが，論理が 1人歩きを始めて，客観的に，価値から価格への「転
形」が問題とされるに至った以上，これを以上で突き放すだけでは不充分であ
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ろう。
『資本論』の第 1巻では，価値論は上述の資本制生産の特質を浮き彫りにす
る剰余価値の考究を主たるその役割とした。従って他の雑多な枝道を避けて事
の本質を論じるには，価値タームでの議論が適切であった。だが現実界の事象
の解明が究極目標である限り，抽象的な剰余価値は，現実的な利潤のタームに
転移される必要がある。かくて，第3巻では， 利潤クームを論じるための（生
産）価格タームが採用されざるを得ない。 マルクスの主張を損ねないように留
意しながら，この剰余価値と利潤とを中心に，いわゆる「転形問題」を考察し
よう。
まず， (2-1)の一般形を考えてみよう。
(2..,1') y=c +-v+m 
これは 2通りの展開の可能性を含んでいる。すなわち， (1)剰余価値（率）を中
心に考えるか， (2)利潤（率）を中心に考えるか， である。 (1)の立場からすれ
ば，
(2-9) y=c+v(1十子）=c+v(1 +s) 
ここで s=m/vは (2-6')とは異なり，単なる剰余価値率の定義を示すもので
ある。 (2-9)の意味するのは， v(1+s)から，剰余価値が労働のみから産み
出されこと，すなわち (2-6)式が前提されていることである。従って資本蓄
積の行なわれる以前の原始的社会においては，
(2-9') c=O :. y=v(1 +s) 
となり，純粋の形での労働価値説が成立する。ヨリ一般的には，
(2-911) _ y-c=net value=v(1 +s) 
である。マルクスは C に原料をも含めているから， (2-9")は netvalueを表
わす。このような(1)の考え方では， (2-6) が示すように剰余価値は労働のみ
から産み出され，労働に帰属さるべきであることが特徴的に強調される。
これに対してヨリ現象的には，その規定はどのようであるにしろ，生産で得
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られる剰余は利潤として資本に帰属される。つまり，労働もしくは労働の雇用
に投ぜられた資本 (v)ではなくして，資本全体 (c+v)が剰余に相向うと考
えられる。そのため， この場合には (2-6)ではなくて次式がそれに代わる。
(2-10) m=m(c+v) 
この考え方に立つのが前述(2)の現象的な利潤（率）に基づくものである。すな
わち，出発点は(1)の場合と同じく (2-1')でありながら，
(2-11) y= (1十王）(c+v) 
= (1 + 1だ(:Iv)(c+v) 
=(c+v)(1 +r) 
ただし r=m/(c+v)は Sの場合と同様，単なる定義としての利潤率である。
（を9)と (2-11)とを比較して明らかなことは， (i)ある部門で得られた利
潤がそこで生産された剰余価値よりも大ならば，必ず少なくとも他の 1部門で
は得られた利潤がそこで生産された剰余価値よりも小である，という有機的構
成にかかわる「総剰余価値＝総利潤」命題が端的に把握される〔sv=r(c+v)〕,
(i) sを用いた価値面での議論と， rを用いた現象面（価格面）での議論とが
表裏一体をなすことから 21)' 1財が価値以上に売られれば必ず少なくとも他
の1財は価値以下に売られる，という 「総生産価格＝総価値」命題が導かれ
る，ということである。実際には， (2-11)を価格表式とするには，投入・産
出にそれぞれの価格が付せられて価額とされるわけだが—その場合には前稿
で示した如くその形式的解決は任意の 1財をヌーメレールとすることを必要と
する 22)ー 一価値表式と価格表式との主要な相異点が， 剰余価値（率）と利潤
（率）の対応にあるとすれば23), 転形問題を周る論争はマルクスの本意をは
ずれたところで，無理な議論を強いたことになるであろう。
7) 「転形問題」の詳細とその展開については別に論じた。前掲注(3)参照。
8)シュンペーターについては前掲注(1)を参照されたい。また， J.Robinson, An Es-
say on Marxian Economics, 2nd ed.; 1947 ; 戸田・赤谷訳『マルクス経済学』 1953
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および P.A.Samuelson, Wages and Interest: A Modern Dissection of Marxian 
Economic Models, A. E. R., 1957 ; とEconomics,6th ed., 1964 ; 都留訳『サム工
ルソン経済学』，1966,特にその下巻末に附せられた「マルクス主義経済学について」
（日本版のために）を参照。
9) J. Robinson, op. cit., p. 137. 
10) ibid., p. 26. 
11) R.H. Haveman and K.A. Knopf, T. 加 MarketSystem, 1966の第7章は，直接
マルクスとの関係はないが，この問題について近代経済学の側からの興味ある展開を
行なっている。
12)置塩信雄『資本制経済の基礎理論』， 1965; 同『再生産の理論』， 1957;および拙
稿，前掲注(3)。
13) (2-1)は本来マルクスの意とした価値クームの表現であるのに対して， (2-2)は
価格タームに換えられている。この局面での論議においてはこのことはほとんど問題
を生じないが，厳密にはこの転換が円滑に行なわれるためには「転形問題」が解決さ
れていることが前提として必要である。これについては後述するであろう。
14)注意しなければならないのは，近代分析と異なり， (2ー1)の Cもしくは (2-2)の
Kは， マルクスに従って原料をも含んでいる点である。つまり国民所得勘定としては
この原料部分だけ二重計算されていることになる。
15)価値クームのmと価格タームの冗との関係については後述する。
16) H.J. Sherman, Marxist Economics and Soviet Planning, Si函etStudies, vol. 
18, No. 2, 1966. また， ThomasSowell, Marx's Capital after One Hundred 
Years, Canadian ]ounal of Economics and Politir;al Science, 1966. は述べてい
る。 「マルクスにとっては， リカードにとって，土地は不生産的であると論じるのが
不必要であった以上に，資本は不生産的であるなどと論じることは不必要であった。
実際，もしそうだとすれば，生産手段は無用であって，社会改革の鍵は，生産手段の
公的所有にある，とマルクスが主張したことは， まったくのナンセンスであろう。」
と。
17)なお，拙稿， op.cit., の第1節および同稿の注U6lを参照されたい。
18) H. J. Sherman, op. cit. ; P.A. Samuelson, op. cit. 
19) M. Blaug, Economic T. 加oryin Retrospect, 1962, esp. chap. 7 ; 久保・真実・
杉原訳『経済理論の歴史」（下），近刊。なお詳細については前稿（詢掲注(31)を参
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照。
20)拙稿， op.cit. 第2節を参照されたい。
21)マルクスは，価値は「生産価格の背後にあって」「これを究極的に決定する。」 (Das
Kapital, m, s. 188: 高畠訳m上， p.175)という。すなわち， 「生産価格を決定す
るところの平均利潤は，社会的総資本の可除部分として与えられたる資本に帰属する
剰余価値量と常にほぼ等しくなければならない。……ところで諸商品の総価値は総剰
余価値を規制し，総剰余価値は，また平均利潤と，従って一般利潤の水準を規制する
ものであるから，—一般的法則として，または諸変動を統制するところの原則とし
て一一生産価格は価値法則によって決定されるということになる。」 (op.cit., s. 158 
~9; 高畠訳 op.cit., p. 148)他方， 「平均利潤とは……各生産部面の資本量に対し
そのそれぞれの大小に比例して配分された剰余価値総量以外の何物でもあり得ない。」
(op. cit., s. 154 ; 高畠訳 op.cit., p. 143)と。
22)拙稿， op.cit. 
23) K. Marx, Das Kapital, m, chap. 9の2つの図式を用いての論議と，転形問題
の最初の提出者たる E.von Bohm-Bawetk, Zum Abschluss des Marxshen 
System, in Staatwissenschaftlichen Arbeit卵， Festgab訊 furKarl Knies, 1896. 
の •Drittes Ar即menrでは， c+v(1+s)と(c+v)(1+r)の異同という形で議
論が始められている。なお前掲注伽参照。また，マルクスは剰余価値率と利潤率の異
同を説明して，日も「これは（剰余価値率と利潤率），同じ大きさを 2つの相異った仕
方で計算したものであって，この計算はそれぞれ計算上の標準を異にしているため同
・・・.......................
じ大きさについての相異った諸事情または諸関係を同時にいい表わしたものとなる。
剰余価値率の利潤率化から剰余価値の利潤化を推論すべきであって，その反対の行き............. 
方をなすべきではない。……利潤率としたがって剰余価値の利潤なる形態とは，現象．．．．．．．．．．． 
の表面に現われたものである。」と。 （高畠訳， op.cit., cm上） p.19) 
1[ 
価値論の検討に続いて，マルクスの周期的恐慌理論がもつ「過少消費説」的
要素を吟味することが，まさにところを得ていることはすぐに明らかになるで
あろう。
周期的恐慌理論はその展開の不十分さの故に，カウッキー，ローザ・ルクセ
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ンプルグ，スウィージィ， J.ロビンソンらから，過少消費説であると誤解され
た24)25)。それは，マルクスがその第3巻の諸所で言及した， 「あらゆる現実
の恐慌の窮極的原因は，……大衆の窮乏と消費制限—あたかも社会の絶対的
消費能力だけが限界をなすかのように，生産力を発展させようとする，資本制
生産の衝動と比較しての一ーである26)」というような綾述のためであろう。
しかしながら，これは過少消費説を意味するととらるべきではない。マルク. . . 
スは，随所で， 「消費は，恐慌の開始に先立つ景気循環局面において，増加す
ら傾向がある 27)」と明言している。さらに，次の主張を看過してはならないで
あろう。 「恐慌は……支払能力のある消費者の欠如から生ずるというのは，単
なる同義反復である。……だが，もし人が，労働者階級は，彼等自身の生産物
のあまりにもわずかな部分だけを受け取っているが，彼等がヨリ大きな分前を
受け取り，したがってその賃金が増加するや否や， 窮状から救われるであろ
ぅ，と論じることによって，この同義反復に対してヨリ深奥な正当化の論拠を
与えようとする場合，われわれは，恐慌は，常に，賃金が一般的に騰貴して，
労働者階級が年々の消費に向けられる生産物のうち，実際にヨリ大きな分前を
受け取るような時期によって準備される，ことに注意すべきである。このよう
な時期は， “単純な”常識をもつこれら騎士たちの観点からすれば，むしろ逆
に，恐慌を遠ざけるはずであろう 28)。」マルクスは，あくまでも一般的過剰生
産恐慌の説明としての，ロードベルトウスに代表される過少消費説を否定して
いるのである。そしてマルクスは・, ローダーデール，マルサス，チャルマーズ
などの「セイ法則」の否定による一般的過剰生産の向艇牲の主張を一歩進めて
、「恐慌が資本制経済の運動の必然的な結果である」29)ことを強調したのであ
る。
そこで， (1)マルクスC体系のも＇つ一見矛盾的な過少消費説的要素は何を意味す
るのか， (2)上記(1)の問題が解決されたとして，その主張に沿って論理的に恐慌
の必然性が導出できるか，が改めて問われねばならない。
まず説明の便宜上， (2)から考察しよう。マルクスはー，恐慌が景気の上昇局面
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で必然的に培われることを主張したが，その際その始発因は問わなかった。た
とえ始発因がどんなものであれ，ひとたび景気上昇が始まると，たとえ有効需
要が如何に強力であっても（強力であればこそ）， 不可避的に恐慌への反転がも
たらされることを論じたのである。ところで，一般的に上昇局面は消費需要よ
りもむしろ投資需要によって支えられると考えられる。今，何らがの理由で投
資増加が惹起されたとしよう。これはその投資増加の関数としての労働需要を
増加させる。この労働需要増加は，労働供給の天井に打つかるまで上昇するで
あろう。 （景気上昇に最も有利な条件が満されているとして。） その結果は， 経済の
一層の飛躍的発展のために技術革新や資本の整理・陶汰を必要とするに至る
であろうが，問題はそれまでに至る過程で生じる。労働需要がその供給に対し
て相当の圧迫を及ぼすようになると，貨幣賃金率が騰貴する。この騰貴の速度
は， (i)物価の上昇率よりも大きいか， (i)等しいかまたは小さいかのいず
れかである。 (i)であれば， 実質賃金率は上昇するから一ー上述のマルクス
の主張するケースー一，利潤率は下落する。これはその関数としての投資を減
少せしめるであろう。 (i)の場合には，実質賃金率は不変か減少する。 （一般
的には，貨幣賃金率の上昇は常に物価の上昇に遅れるであろう。）このことは， 一方で
は要素費用としての賃金下落を意味するが，他方では実質所得の下落でもあ
和一般には後者の影響の方が大きいと考えられるso)Q この場合には消費需
要が低落する。それ故， (i) と (i)のいずれの場合にも，本質的に有効需要
は低落するに違いない3.1)0
かくて，恐慌の必然性が，大雑把にではあるが，説明されるのだが，第V節
で後述するように，この経済の上昇局面と下降局面とは，いずれもそれぞれが
限界に達するまで進行するという累積性を本質的にもつ。乗数理論と加速度原
理とが，近代経済分析において，このことを示している。
そこで問題は，上述(1)の点――—マルクス体系における過少消費説的要因の意­
味ーーに戻ってくる。上の(2)の点では，投資Iの増加が景気の累積的上昇過程-
を通じて不可避的に反転されることが明らかにされた。その場合，基本的な重
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要事は， (a)投資が行なわれる（増加する）こと，と， (b)その累積的効果が乗数理
論的になされること，である。すなわち，
(3-1) I>。
(3-2) Y=aY+I 
ただし， Yは所得， aは消費性向を表わす。 (3-2)が乗数理論を示すことは
いうまでもない。そして， (3-2)が成立するということは，
(3-3) O<a< 1 
を前提としている。これは，さらに， (3-1) が成立することに外ならない。
かくて，前節の価値論の意義が再び明らかになる。すなわち， (3-1)が成立
するためには，利潤率 rがゼロより大でなければならない。そして r>Oなら
しめるのは，
(2-5) w/拓くl/t, 
が満たされる場合なのである。これこそ，資本制生産の本質であり，この故に
マルクス体系は価植法則で貫かれているといえるのである。本節始めの引用文
に代表される過少消費説的要因の真の意味は， まさにこれである。 (2-5)と
(3-3)_の内意を，これから導くことは容易であろう。
ここでの結論を操り返しておこう。 (i)マルクスは過少消費説を否定こそ
すれ， 決してそれに立つものではない。 (ii)マルクス体系に含まれる過少消
費説的要素は， （労働の生産性）一（実質賃金） >oという，価値論からの一貫
した主張のいわば裏返しの表現に過ぎない。以上でこの2点が明らかにされた
のである。
24) K. Kautsky, Krisentheorien, Neue Zeit, 1901-2. ; ditto : Finanzkapital und 
Krisen, op. cit., 1910-11. ; Rosa Luxemburg, Die Akkumulation des Kapitals, 
1913. ; P.Sweezy, The Theory of Marxian Political Economy, 1942. ; J.Robin-
son, An Essay on Marxian Economics, 1942. 
25)周期的恐慌理論が過少消費説ではないとの示唆は，杉本栄一， 『近代経済学史』，
1953, の第4章，および T.Sowell, 0p. cit. から得た。 またそれでは恐慌理論の中
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にある過少消費説的色彩は何を意味するか， という後述の論議については，神戸大学
置塩信雄教授に負っている。
26) K. Marx, (translated) Capital, Chicago, 1906, m. p. 658. 
27) Ibid., I, p. 86, 362, 475; m, p.3~9, 528, 567. 
28) Ibid., I, pp. 475~6. 
29) K. Marx, (translated) T. 加oriesof Surplus Value, 1952, p. 379, 381, 383~4, 
386 ; Capital, I. p. i28. 
30)たとえ上昇局面が物価の上昇を伴なうとして，要素費用たる賃金が下落するとして
も，そのことが直ちに企業の投資を増加させるとは限らない。投資を制約する様々な
要因が除去されるとしてもそうである。貨幣供給には限度があり，生産の窮極的目標
は消費であるのだから，実質賃金＝実質所得の下落は，ついには投資需要を低落せし
めるであろう。なお，K.W.Rothschild, T. 加 T加oryof Wages, 1954; chap. 11は
起こりうる様々な可能性を検討した後に，賃金下落が投資の促進的要因となる可能性.. 
の小なることを論じている。
31)景気循環における賃金の問題は，ケインズの『一般理論』（第9章）の主題とされて
から,Economic Journal, 1938 & 1939において， ;J.T.Dunlop, L. Tarshis, J. H. 
,Richardson, らにより議論され， K.W.Rothschild, op. cit., esp. chap. 11で一応
のまとめがなされている。問題は，貨幣賃金と実質賃金の動きの方向，換言すれば，
貨幣賃金と物価はいずれがヨリ速く動くかということである。統計技術上の問題を別
にすれば，クーシスやダンロップによる実証では， 「産出物と雇用が増加する最気回
復期において実質賃金は増加している」という。すなわち本文の (i)のケースが一
般的であるという。いずれにしてもこれらの問題は，本文の結論を何ら本質的に変更
せしめるものではない。
IV 
資本制生産の本質的特徴が， 「生産の無政府性」にあることを強調したマル
クスは，資本の蓄積を根本的動因とする資本制生産が，まさにそのために，過
剰生産と不均衡をまぬがれえない，と論じた。この必然性については前節で述
べた。議論の余地ある若干の混乱を含む「利潤率の傾向的低落の法則」を別に
して，ここでのマルクスの論議の中心は，全般的な過剰生産と不均衝の暴力的
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な清算過程としての恐慌である。すなわち， (i)資本制経済の価値関係に内
在する矛盾によって過剰生産と不均衡が発生する。 (i)この過剰生産と不均
衡とは，生産力の不均等的および不均衡的な発展によって，次第に拡大して行
く。 (ii)周期的な恐慌の反復過程を通じて，この間進行し続けた資本蓄積が
不均衡と過剰生産とを，もはや，恐慌以外には清算できない局面にまでもたら
し，遂に恐慌となる，ということである。
(i)と (ii)についてはすでに論じたが，ここでマルクスから学ぶべきも
のは (i)である。すなわち，生産の無政府性に由来する経済の不均等的およ
び不均衡的な発展とその運動の累積性の指摘である。累積性は次節で扱われる
ので，まず「不均衡」から検討しよう。 • 
不均衡の具体的内容は， (1)生産能力と社会の消費の不均衡（いわゆる需給の不
均衡だが，これは過少消費説とは区別さるべきであること既述の通り）， (2)資本制生産
の中心たる企業者（資本家）の生産手段の稼動率における不均衡， (3)経済成長
における必然としての各部門間における成長の不均衡，である。これらはいず
れも「生産の無政府性」一ー計画経済の特性と相対するもの一ーに起因する不
均衡である 32)。このうち (3)は， その説明に 2部門モデルを必要とするので，
まず(1)と(2)から検討しよう。
再び，マルクスの基本的な再生産表式を想い起こそう。すなわち，
(2-1) ヵ=c;+vげ加
これは 1種の分配・支出面での所得式と考えられる33)。労働所得については，
マルクスではそれからの消費性向は 1と想定されており，また以下の議論にお
いても現実的想定とされる。問題は資本所得（加）である。ちなみにマルクス
の均衡条件では，
(4-1) { Vけ加=c2
Vi +mi =c2 +mic+m2c 
この第1式は単純再生産の場合であり，第2式は拡大再生産の場合である。
すなわち， m1.+m2.=0の時には， 第2式は第1式となる。なお， ここでは
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代表的に消費財•投資財の 2 部門が考えられており，
(4-2) m戸 m;c+m,.+m;o (i=l, 2) 
である。すなわち，資本所得 (m;)は，不変資本の購入に向かう支出(m泣
と可変資本への支出 (m心と資本家消費の部分 (m10)とに向けられる。
ところで， (4-1)の均衡条件の成立のためには， (4-2)が背後になければな
らないのだが，ここに問題がある。マルクスがこの個所で述べたのは，資本制．．． 
生産が均衡を保ちつつ自らを再生産するために必要な条件であるのだが，前述
したように，彼は，この条件が一般的たりえないことを主張し，不均衡こそが
一般的であるとしたのであった。すなわち，以上の諸部門間での産出と消費と
の相互関係を述べると同時に，他方，資本の置換と拡張との関連で， 「保蔵」
の散発的な形成とその流動化の問題をも論じて，結論としていう。 「かかる生
産の未熟な状態のもとでは，均衡は偶然であるに過ぎないのであるから，これ
らの諸条件は，恐慌の可能性をも含む多くの異常な運動の原因となる84)。」と
(4-2)では， ある期の資本所得 (m;)は， 何らかの形で支出されると考え
られている。だが実際には，
(4-3) m;+m;.+m;.+m10 
であり，この両辺の差額は「保蔵」 （正か負の）される筈である。 もしそうで
あれば， (4-1)は成立しないか， または形式的に成立するとしてもその内容
は資本家にとって「均衡」とはいえないであろう 85)。
この点こそ前記(1)の生産能力と社会の消費の不均衡である。そして資本蓄積
という資本制生産の特質にかかわる資本家の行動がその根因である。これと合
わせて(2)の稼動率の問題を論じるために，簡単なモデルを考えようo用いられ
る記号は次の通りである。 Kは資本ストック， Yは総生産量， Iは投資， Dは
Yに対応する総有効需要，Hは保蔵である。また dは資本・産出比率の逆数，
8は稼動率86), ctは限界消費性向，アは加速度係数である。
(4-4) 
(4-5) 
Y=<18K 
△ K=l 
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D=aY+I 
I=?'△y 
このモデルは，上述の資本制生産の特質を含んだ一般的モデルであって；未知
数 Y・K・l・Dをもつ完結的なものである。 すなわち，ある期における資本
ストック存在量 (K)が与えられると，まずその生産能力に応じた産出量(Y)
が決定される。 (4-'4) 次いでそのKに基づいて投資量(/)が定められるのだ
が (4-5),その際同時に［はその期の産出量の動き△Yの影響を強く受ける
に違いない。 (4-7) 他方，かくて生じた産出量に応じて行なわれる消費 (aY)
と］とが総有効需要(D)を形成し (4-6),産出量 (Y)の実現に向かうことに
なる。 ． 
このモデルは， (4-6)と (4-'-7)により，乗数理論と加速度理論を含んでお
り，循環と成長のための一層の展開に向けられ得るのだが，それは他の機会に
譲り，ここでの関心はもっぱら「不均衡」についてである。まず上記の(1)の不
均衡である。 (4-4)と (4-6)における Yは生産量であり，それは有効需要量
D とは独立的であるのだから，決定せられた両者が一致するという保証はな
ぃ。もし， Y=Dであれば，ハロッド・ドーマー流の均衡が達せられることは
いうまでもない。一般的には Y=l=Dであり，このモデルの背後には，
(4-8) Y=D+H 
という保蔵の関係が存在している。そして， (4-'8) を存在させる根源が，前
述の (4-3)の示すものである。資本制生産は， その無政府的生産の故に，生
産を行なう資本家（企業者）は絶えずこの種の不均衡を自らつくり出さざるを
得ないであろう。
次に(2)の稼動率に関する不均衡がある。 もし資本設備の完全稼動の状態 (ti
= 1)であれば， (4-4)は，
(4-4') Y=dK 
となるが，これは生産された Yと販売された Yとが等しいことを内包してい
る。すなわち，生産者にとって完全稼動ばその生産の状態が均衡していること
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を意味するであろう。この場合には， やはり，ハロッド・ドーマー流の均衡が
成立する。 しかしながら， 一般的には iJ=,lである。 8は利潤率 (r) に依存
するであろうが，常に cl=1ならしめる rが存在する保証はない。 この (2)の
稼動率に関する不均衡が生じるのは， (i)市場を目的とする商品生産である
こと， および， (i)その生産がもっぱら利潤率（もしくはこれの代替的指標）を
指標として無政府的に行なわれること，によーる。つまり，マルクスは， これら
資本制生産の本質に由来する「不均衡」の必然性を示唆しているのである。
残された(3)の部門間の不均衡に移ろう。この問題のためには少なくとも 2部
門モデルが必要である。そして， この種の不均衡は常に経済の成長過程で生じ
るものであることを想起しよう。再び (2-1)から出発する。
(2-1) y;=c1+v1+m1 
利潤率rのタームで書き換えて整理すれば，
(4-9) y;= (舟＋誓+1) む ,;,,(l+r)(l+~:)v;
すなわち，ある部門の生産物は， rと資本の有機的構成 c;/v;もしくは資本と
労働の投入係数が与えられているとすれば，労働投入 V;に比例する。 換言す
れば，一定の生産量を生産するのに要する労働の量と質ー一それは用いられる
生産技術を反映する一ーが，各生産部門を特徴づける， といえる。今， i=l, 
2として，第 I部門では ci/v1の変化が比較的小であり，その結果，労働の生
産性の変化が小であるとしよう。これに反して，第I部門では位／四の上昇が
急速であって，労働の生産性の増加が大であるとしよう。経済の成長は，常に
ここに典型化されるような部門間の不均衡的発展から成っている。そして，現
実の資本制生産では，多かれ少かれ，すべての生産部門はこのいずれかに大別
されうる。消費財部門と資本財部門の区別やサーヴィス産業と製造業の区別な
どは， これに該当するといえよう。
簡単化のため，第1部門では c1/v1=const. で労働の生産性は一定にとどま
り，第Il部門では cd四の急速な上昇によって労働生産性は複利 (p)で累積
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的に増加するものとしよう。 (4-9)から，両部門はそれぞれ，
(4-10) 
(4-11) 
J1t=aV1t 
Y2、=bv2,ePt
と書き換えられる。添字 tは期間を表わし， aとbは (1+r)(1 +c;/v;)を
示す定数であり， beP'は bの複利的増大による労働生産性 Cy2,/v2,)の累積
的上昇を表わしている。両部門の産出比率は，
(4-12) Y1IY2=a加／如、ePI
一方，叩/V2tは初期値であるから，これを A=const.とすれば，
(4-12') Y1IY2 =aA/bept . . . 
である。これが意味するのは，もし生産部門間で，その社会的および技術的条
件のために労働生産性の上昇が不均等であるならば，経済の発展過程において
その不均衡は是正されるどころか，一層その傾向を強めて行くであろう，とい
うことである。 （この不均衡成長が社会の需要に照らしても「不均衡」となることは，
次節で論じよう。）注意さるべきは， このような部門間の不均衡が， 単に技術的． 
条件によりいずれの社会体制でも不可避的に生じるものではない，という点で
ある。今は詳説する場ではないけれども，一歩譲って，技術的条件によっての~
みこの種の不均衡が生じるのだとしても，この不均衡を必要以上に累積化させ
るのは，資本制生産のもつ生産の無政府性のためであることは容易に推論され
うるであろう。議論の出発点である cd加の上昇が現実に生じるのは，社会的
条件すなわち資本家の蓄積欲求のためであり， ((4-2)をみよ）， このことの
指摘がマルクスの意図であったのである。
本節では，資本制生産の特徴たる生産の無政府性に基づく 3種の不均衡の存
在を論じた。次節で，これらの不均衡の「累積性」を考察しよう。
32)通常指摘されるマルクスの「不均衡」とは，本文の(1)の外には， (2)労働の需給の不
均衡， (3)諸商品の価値と価格の不均衡， (4)各部門間の利潤率の不均衡である。これら
はいずれも累積性をもつ。これらについては，置塩信雄， 「国家独占資本主義と資本~
破壊」，思想， 1967年5月号に詳しい。
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33) 0. Lange, Teoria reprodukcji i akumulacji, 1961 ; 玉垣・岸田訳『再生産と蓄
積の理論』，1966に従い，再生産表式を次のように一般化しておくのが便宜であろう。
I 再生産フロー 投資フロー I拡大消費フロ―|
V; I Xo1 Xc,2 ズ，01 ダ02 I xo<0) l x。
X11 X12 /11 li2 x1 <0) X1 c, 
X2 X21 X22 /21 /22 x2<0) 
m, m1- m2 
Y; X1 X2 
ここで功；は第i部門から第i部門への再生産フロー， Xo;は各部門の雇用労働量，
“゜は物的生産分野以外で雇用された労働量（いわば予備労働力），功は純（最終）生
産物， x,<o) は勾のうち消費に向けられる部分， I,は巧のうち投資に向けられる
部分，である。マルクスでは， X21=Q, X22=0, /21=0, X1(0)=Qと想定されてい
る。またこの拡大再生産表において，投資フローの項と拡大消費フローの項をすべて
ゼロとすれば，容易に単純再生産の場合が導かれる。
表の各行（横）の関係を考えれば，
（ふ＝嘉知＋嘉l,iH,''l
・2 2 
Xo=.1:: 知＋エ和＋“゜(0)
J=l /=1 
(1) (i=l, 2) 
また，表の各列（縦）の関係を考えれば，
2 
(2) ふ=E祁＋知+m;
i=l 
(i=l, 2) 
2 
ここで，工ズ;,=c,,クo;=!J;に外ならないから， (2)は，
i=1 
(2-1) Y1=C1十il1+m1
と同値である。また純生産物については，
(3) 
2 
“戸z;(O)+エ l;
/=2 
(i=l, 2) 
マルクスでは一般に(2)の関係が主体的であり， (1)の関係が比較的軽視されているとい
えよう。その結果(3)が明示されえない嫌いがある。
l! 2 2 
(4) • エ初＋工l;;+x;C0)=エ祁＋知+m; (i=l, 2) 
1=1 i=1 i=1 
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この式の左辺が供給側を，右辺が需要側を，それぞれ表わす。 (4)を展開すれば，
(4-a) x11+x12+Iii+l12=Xo1十x11十x21+m1
前記の想定により，ズ21=0とすれば，
(4-b) Xo1 +m1=x12+I11 +112 
これは，本文の (4-2)と同内容の均衡条件である。
34) Capital, I, p. 578. 
35)この「保蔵」に基づく不均衡の分析のためには，前掲注33)のランゲの表式は修正
されて， 「拡大消費フロー」と「投資フロー」の項にさらに「保蔵フロ～」が加えら
れる必要があろう。
36)稼動率(iJ)に関わる以下の議論は， N.Okishio, Instability of Harrod = Domar's 
Steady Growth, Kobe University Ee侃 omicReview, 1964に負っている。
V 
(1) 生産能力と社会の消費の不均衡の累積性について。前節の， (4-2)の
成立の想定は「セイ法則」を認めることに外ならないが，これに反して， (4-
3)一これこそマルクスの意とするところーーは，貯蓄と資本蓄積（投資）と
の相互独立性を認めることである。 （それ故この限りでは前述のマルクスにおける資
本家と企業家との無区別は問題とならない。）従ってマルクス体系にあっては，
(5-1) ・ c=lJK
(5-2) . Y=ac 
である。 cはマルクスの不変資本であり， Kを実際に運転した時に生産物に体
化される不変資本の割合(~)――これは， ボルトキィヴィツの「不変資本の
うち消耗された部分の割合37)」であり，同時に前述の資本設備の稼動率である
（後述 (5-3)参照）ー一苓通§して Kと関連している。つまり，マルクスのCは，
完全稼動とは区別された実際に稼動された資本設備の量（ただし原料が含まれる）
であると考えられるべきであろう。従って， (5-2)は前節の (4-4)に対応し
ている。すなわち， (5-1)と (5-2)から，
(4-4) Y~alJK 
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かくて，総需要 Dと総生産量 Yの間には，
(5-3) { 
D~Y のとき 現実の生産量は Y(D=1) 
D<Yのとき 現実の生産量は Y(D<1) 
の関係が成立し， (4-4) ~ (4-7)は1つの景気変動理論を示すであろう。こ
れとほぼ同様な一層の展開はすでに行なわれているからas),以上の内意を前
提して，ここでは直接にD=fYを (4-3)に沿って考察しよう。
この局面での問題は， (4-4) ~ (4-7)を集約して次式で表わすことができ
る。
(5-4) . /JY=I+H 
ただし， /J=1 -dで， 限界貯蓄性向である。 ここでは需給の不均衡を「保
蔵」の問題として把えるのであるから，資本制経済の現実的な経済循環を考え
て， HゃIを特化しておく必要がある。すなわち，前述の (4-7)を，保蔵の
問題を含むように修正すれば，
(5-5) I=:=な Y+u/3Y
ここに， uは貯蓄ー一前述の如く，マルクス体系では，総貯蓄はIm;ー Im;o
から成る一のうち，再投資に向けられる部分 (Im;.+Im心の割合を示し
ており， u=1の時には (4-2)が成立する。そして一般的には (4-3)に対応
して u<lである。これは，ある投資によって生じた所得増加からなされる貯
蓄が，直接・間接の資金市場に流れ込むが， その一部が所謂金融入手可能性
(availability)を高める限りで投資を誘発する可能性をもつことを示す， とい
ってもよい39)。逆にいえば， なされた貯蓄の一部しか再投資に向い得ないこ
とである。 （前述 (4-3)を参照。）
この (5-5)の修正の結果は， この体系がもつ乗数効果が次式で示されるこ
とに現われる40)。
(5-6) Y= 1 a~1 •. ~A• Ua-.Sa) 
ただし Iaと S、は独立的な投資と貯蓄を表わす。 (5-6)は， 乗数が通常の
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1 / fiよりもはるかに大なることを示している。そして，そうであるのは Uとッ
の存在の故である。これは通常乗数理論で考えられる税率や輸入性向などによ
る複合乗数化とは，その形式は類似していてもその内容をまったく異にする。
特に Uは，資本制生産の本質としてこの経済の内部に特有のものなのであり，
ただモデルが取扱う範囲の相異によって生じて来るというものではない。
この結果の意味は，たとえば典型的な例として，好況の場合， uは比較的大
きな値となるであろうから，そのことが意とされた乗数効果をヨリ以上に強め
てしまうことを意味する。つまり，この限りでは少なくとも，資本制経済はそ
の生産の無政府性の故に，本質的に自らの発展のうちに衰退を準備するような
累積的傾向をもつことになる。 （なお，この局面の議論の一層の展開，特にこ
の問題から生じる積極的な「累積性」の検討が必要であるが，それについては
機会を改めて論じるつもりである。）
(2) 資本の稼動率に由来する不均衡の累積性について。前節の(4-4)~ (4-
7)の体系において， (4-4)に 8-=/=1が成立する場合には， (4-7) の投資関
数は当然 8を含むべきであろう。 そしてそのことが「不均衡の累積性」と直
接関連を持つ筈である。けだし，投資関数は企業家（資本家）の行動を表わし
ており，企業家は資本制生産における主要な意志決定者だからである。利潤の
追求によって蓄積を行なう企業家の合理的な行動が， その合理的なる故に，
lf-=/= 1ならしめ，、しかもその傾向を累積化して行くことが示されねばならな
い。
ところで，この企業家の行動を示す投資関数は，通常，次のように想定され
る41)。
(5-7) ・ I=な Y-zK z=const.>O 
これは， I↑→ aK→即→I↓ という「循環性」を強調している。つまり，循
環を持つという意味では不安定であるけれども，運動が発散的でなく一方向に
累積しないと考えている限りで，資本制生産が本質的には安定的であるという
想定を表わしている42)。しかしながら，この場合には， KとYとの間に完全
111 
784 欄西大學『網済論集』第17巻第5号
稼動 (lJ= 1)が想定されていて， その間に企業家の真の合理的行動が看過さ
れている<l3)。企業家が常に資本設備の完全稼動を行なうと考えるのは合理的
ではない。
このことを考慮すると，投資関数は，
(5-8) I=な Y+F(ll)
の如く修正されるべきであろうu)。そして，
(5-9) lJ=f(r) f'>O 
である。 (5舟）の示すのは， 企業家の合理的行動は， まず資本設備の稼動率
(lJ)をその時に得られる利潤率 (r)を基準にして決定するであろう，という
ことである。 （これは投入諸要素の代替性とは一応無関係に考えられてよい<l5)。）そし
てrが上昇するにつれて 8も1に近づく。この 8の上昇は， (5-8)により投
資 (I)を増加させ， その結果としての所得増加 CAY)はさらに Iを押し上げ
るであろう。かくて投資率の増加は，自らの需要増加としての力によって，その
供給能力の増加に対処しながら，累積的に一方向的運動を続けるということに
なる。この運動は何らかの外生的な天井に打つかるまで続き，そこに至ると，
今度は下方に累積的な運動を続けて行くことになる。
(5-7)の通常の投資関数が， 資本制生産の安定性を前提しているといえる
とすれば， (5も）と (5-9)で示される企業家の行動は，資本制生産の目的と
しての利潤追求と，その手段としての無政府的生産とによる，その本性として
の不安定性を指摘するものである。これこそマルクス理論の中心である。
(3) 部門間の不均衡の累積性について<l6)。前節の (4-10)と (4-11)に示
されるような，資本制経済の成長過程における特質としての部門間の生産力の
不均等な発展は， (4-12')に表わされる部門間の生産の不掏衡を産み出す。
この意味を一層明瞭にするため，各部門の相対的な生産費 (J;;i=l,2)を考
えると，
(5-10) ]i広＝圧／旦=~/ v2, =beP'/a 
J11 Y21'av11 bv21eP1 
11i 
、ノ
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ただし，簡単化のため，産出 1単位当りの費用はもっぱら労働費用で代表され
るものとされている。 (5-10)は一般に，生産性の上昇に乏しい部門（第I部門）
の相対的費用は，そうでない部門に比して累積的に増加することを示してお
り，その結果， (4-12')が示すように生産性の上昇する部門に比してこの第
I部門の生産は一層縮小して行くことになる。この過程が累積的であること
は， (5-10)または (4-12')から明らかであろう。
この部門間の発展の不均等は抜くことのできない欠陥を，資本制生産の特徴
とさせる。すなわち， (i)資本制生産の自由に委ねれば， (4-12')の累積的
な部門間の不均衡が生じるし， (i)もし政府の介入もしくはそれに準ずる何
らかの方法によって，ある理想と考えられた部門間の産出比率（均衡成長）を
保とうとすれば，生産要素に決定的なトラップが生ずるであろう。 この (i)
の問題は次のように示される。
(5-11) b Y1 尻 pt a Y2 加¢ =k k=const. 
これは， (4-12') もしくは (4-1~) を書き換えただけだが， (5-11)におい
て必IY2が一定の理想的産出比率であると考えられる。ところで， v=v1+v2 
とすれば，
(5-12) v1=(v-v1)keP'or v1~vkeP1/ 1 +kept 
(5-13) 加 =v-v1=vi 1 +keP' 
すなわち，技術進歩によって労働生産性が不均衡的に上昇して行くにつれて
(ept→ oo), 総労働分 (v)のうち， その労働生産性の上昇が生じた部門（第I[
部門）へ振り向けられる労働力 Cv2)は次第に減少して行き，逆に生産性上昇
があまり生じない第I部門への労働力（尻）が一層増加して行くことになる。
このことは，さきの 2式から明らかなように累積的に生じ，生産要素，特に労
働の完全移動性があれば，遂には第I部門では四=0となるかもしれない。
一見，当り前と思われる，この事態のもつ内意は重大である。けだし，このよ
うな生産性の不均等発展―•一資本制生産の本質ーーの場合には，理想の産業間
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の比率（均衡成長率）を達しようとすると，労働力の成長率に比して，産出の成
長率は減少して行くという結論が生じるからである 47)。換言すれば， 生産性
の不均等発展の結果，附→v: V2→0となるにつれて， 経済は停滞に到らざる
を得ないということである。
マルクス経済理論が現代の経済分析への欠くことのできない 1つの大きな遺
産であるとの見地から，まずマルクス体系を貫く価値論のもつ意義とそれを周
る展開を論じることから始めて，幾つかの論議を展開した。そのいずれの場面
においても，資本制生産が利潤追求を目的とするものである限り，その背後に
常に価値論が一貫して存在することが忘れられてはならない。近年のソ連での
価格論争は， その現代的な問題展開であるといえるであろう 48)。 ところで，
以上の幾つかの論議は，あるいはマルクスそのものではないかも知れない。し
かしながら，現代のわれわれに意義あるのは， 彼の主張にまで遡れるところ
の， 『資本論』発刊 100年を経た理論の展開である。それは，マルクスから数
歩も出ていないとさえいえるかも知れない。いずれにせよ， 「マルクスから学
ぶもの」であろう。 (30, Nov.'67記）
37) Ladislaus von Bortkiewicz, Wertrechnung und Preisrechnung in Marxschen 
System, Archiv fur Sozialwissenschaft und Sozia!po!itik, Bde. 23, 25, 1906 ~ 
7 ; ditto, Zur Berichtigung der grundlegenden theoretischen Konstruktion 
von Marx in dritten・Band des Kapitals, Jahrbucher fur Nationalokonomie 
und Statistik, Bd.34, 1907. 
38)森嶋通夫『資本主義経済の変動理論』 1955,特に第4章をみよ。ただし，そこでは
デューゼンベリィ仮説の採用により，不均衡の累積性を示すというよりは，むしろ，
「成長を伴なう循環」の説明に主点が置かれている。 また Y>Dの説明を「過少消
費説」と呼び，マルクス体系がこれを意図しているかのような解釈は問題があろう。
この点については本稿第m節を参照されたい。
39)この考え方は，下村治『経済変動の乗数分析』 1952に負っている。
40) (5-6)の蒋出のためには，簡単化のために
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{ l=Ia+rY+u{JY 
S=Sa+/JY 
が用いられている。そして，通常の乗数理論が意味するように，乗数波及過程の出発
点と終着点では一時的にせよ Y=Dとなることを予想している。詳しくは，拙稿「乗
数理論と経済の貨幣面との接合」経済論集， 16巻2号を参照されたい。
41)例えば， N.Kaldor, A Model of the Trade Cycle, Economic Journal, Mar., 
1940. ゃ Kaleckiモデル（鶴岡重成， 「社会主義経済の成長要因分析にかんする一
傾向」フェビアン研究， 1967年4月）を考えよ。
42) (5-7)についてのこの批判と (5-6)を周る議論はコンシステントである。乗数理
論に照らしていえば， (5-7)の批判は被乗数についてのものであり， (5-6)は乗数
についての議論である。
43)前掲注40)の拙稿を参照。
44) (5-8)の形の投資関数の議論は，置塩信雄， op.cit. に負っている。なお置塩教授
は，
I,!K,=l,-1/K,-1 +F(o) 
とされているが，本文の (5-8)は明示的に誘発的投資すなわち加速度原理を導入し
ている。また (5-8)は (5-5)と両立し得ることに注意せよ。
45)この問題はさらに検討さるぺく若干の問題を含んでいるかもしれない。
46)この問題についての以下の分析は， W.J.Baumol, Macroeconomics of Unbalan-
ced Growth : the Anatomy of Urban Crisis, American Economic Rev如，June
1967. に負っている。
47)両部門の産出の荷重平均を全体としての産出指標 (y)とすれば， (n、はウェート）
y =n1Y1 +n2J2 =n1仰 1+n2bv炉‘
本文中の (5-12)と (5-13)から，
v(kn1a+n砂）ept RePt y= ＝ 1 +kePt 1 +kept 
ただし，
R=v(kn辺十加b)
故に，
dy R(Pが(1+keP')-kPe2Pり PRePt＝ ＝ dt (1 +kePt)2 (l+kePt)2 
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パーセンテージ成長率は，
dy/dt p 
g=ー ア=--1+keP' 
すなわち， t→OO の時， g→0となる。
48)ソ連では，市場経済の効率性の導入を周って，所謂，利潤率の問題が論じられてい
る。それは， (i)利潤率共通の価格たる生産価格説， (ii)剰余価値率共通の価格
を考える価値説 (ii)収益率共通の価格を考える平均価値説， (iv)相対的に優良な
生産手段を利用した場合には較差賃貸料を支払うべしとする較差支出説， というそれ
ぞれの主張の中に，価値論の再現として現われている。この問題については，たとえ
ばF.F.デイデリフス（高須賀訳）「価格体系の再生産論的研究」 (1),(2), フェビアン
研究 1967年1月号と 2月号を参照。
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